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１．はじめに 

河川堤防の要求性能には，止水性のほかに，堤体が幹

線道路などとして利用(いわゆる堤防道路 1),2)として利

用)されることがあることや大規模地震や豪雨に対する

堤体の安定性・止水性の点検確認 3)が円滑に行える必要

があることから通行機能がある．通行機能に関しては，

一般的な道路盛土(堤防道路を除く)を対象として既往の

大規模地震による地震動強さと被災確率の関係(フラジ

リティカーブ)が評価されているが 4)，堤防道路を対象と

した検討はなされていない．河川堤防の天端部分を道路

として利用する堤防道路は，全国各地に存在し，幹線道

路の混雑緩和などの補完道路として重要な役割を果たし

ている(例えば，東京都道 450 号新荒川葛西堤防線，東京

都道 451 号江戸川堤防道路，長良川堤防道路，木津川堤

防道路等)．さらに，豪雨災害の際に冠水した周辺道路を

補完する機能を有しているだけでなく，津波災害時に周

囲より高い堤防道路が緊急車両等の機能を確保する上で

非常に重要な役割を果たすことが想定される．実際に，

2011 年東北地方太平洋沖地震においても堤防道路に避

難した車両が津波被害を免れた事例も存在する．一方で，

河川堤防は道路盛土などと異なり，地下水位が高い砂質

土を基礎地盤としているため，地震時に液状化を伴う被

害が発生し，その被災メカニズムは道路盛土のそれとは

異なる性状 5)を一般的に有している． 

そこで本稿では，まず，1978 年宮城県沖地震(MJ7.4)，
2003 年宮城県北部の地震(MJ6.4)，2011 年東北地方太平

洋沖地震(MW9.0)(以後，対象 3 地震と呼ぶ)による被害

が繰返し発生している宮城県・鳴瀬川堤防を検討対象と

して取り上げる．次に，対象 3 地震による鳴瀬川堤防沿

いの推定地震動 6)に基づいて地震動指標値を計算すると

ともに，対象 3 地震による被災実績の有無に基づいて被

害率 7)を計算した．最後に，計算した地震動指標値と被

害率の関係について考察することで，車両の通行機能に

着目したフラジリティカーブの構築するための基礎的な

検討を行った． 

２．地震動強さと被災実績 

著者ら 6)は，鳴瀬川堤防沿いにおける左岸ならびに右

岸の 11k～31k を検討対象(以後，対象区間と呼ぶ)として，

現地において臨時地震観測および常時微動計測を実施し，

得られた結果に基づいて対象 3 地震による地震動を約

500m 間隔ごとに推定している．本検討では，推定地震

動に基づいて①最大加速度，②最大速度，③気象庁計測

震度，④修正計測震度，⑤SI 値，⑥速度 PSI 値を計算し

た．一方で，本検討では，鳴瀬川堤防の縦断測量等の結

果に基づく対象 3 地震の発生前後での標高差と，人工段

差道路での車両走行実験結果 8)に基づく耐震性能の評価

基準例を比較することによって実施した．具体的には，

耐震性能ランク 3(応急復旧はやや時間を要し，また規制

速度下の通行機能の確保も困難であるため通行止めが必

要となるランク 8))の中間値である段差 37.5cm を判断基

準値として，堤体天端の沈下量が 37.5cm 以上であれば被

災有，37.5cm 未満であれば被災無と地震動評価地点(左

岸・右岸で計 80 地点)ごとにそれぞれ判断した． 
３．被害率の評価 
 図-1 は，フラジリティカーブの構築に先立ち計算した

被害率 7)の分布を上述した 6 種類の地震動指標値につい

てプロットしたものである．ここに，被害率 7)は，以下

に示す手順で計算した．まず，被災実績の有無(0 または

1)と，それに対応する 6 種類の地震動指標値のデータ(デ

ータ数は，[i]各対象地震のケースでは 80(=地震動評価

地点の総数 80×対象地震の数 1)，[ii]全対象 3 地震のケ

ースでは 240(=地震動評価地点の総数 80×対象地震の数

3)となる)を各地震動指標値の小さい順に並び替えた．次

に，並び替えたデータを各地震動指標値が小さい順に順

次 20 データずつ取っていった．ここに，算定した被害率

が後述するフラジリティカーブの評価結果に影響を及ぼ

すことはない．最後に，20 データごとに被害率(被災有

と判断した数/地点数(=20))，ならびに対応する各地震

動指標値の平均値を算出した．よって本検討では，被害

率のデータは計 12 個作成されることになり，1 つの被害

率に 20 地点分(約 10km の堤防延長に相当)の堤防データ

が含まれていることになる． 
 図-1 に示すように，全対象 3 地震のケースに対して正

の相関が見受けられ，全 6 種類の地震動指標についてフ

ラジリティカーブの構築が可能であることが確認できる．

さらに，全 6 種類の地震動指標を通じて，地震動指標値

が小～中程度のレンジは 1978 年宮城県沖地震と 2003 年

宮城県北部の地震，大きいレンジは 2011 年東北地方太平

洋沖地震のデータに被害率がそれぞれ大きく依存してい

るのが読み取れる．ここに，対象 3 地震は，発震機構や

その地震動特性および強震動の作用による被災形態が必

ずしも同一とはいえないものの，実用性を考慮して，あ

えて採用した各地震動指標の値に対して同図中で取り扱

っている(各対象地震の被災実績を一括りにして評価し

ている)．これは，地方整備局等の事務所等における地震

発生時の初動体制の決定に資することを目的として整備

されている既存の国土交通省の河川・道路等施設の地震

計・震度計ネットワーク 9),10)に対して本研究成果を反映

させることに主眼を置いているためである． 
４．まとめ 
 本稿では，車両の通行機能に着目したフラジリティカ

ーブの構築するための基礎的な検討として，鳴瀬川堤防

を対象フィールドとした既往の大規模地震による地震動

の大きさと被害率の関係について考察を行った．その結

果，選定した 6 種類の地震動指標値(①最大加速度，②最

大速度，③気象庁計測震度，④修正計測震度，⑤SI 値，

⑥速度 PSI 値)についてフラジリティカーブの構築が可

能である(フラジリティカーブの構築に適している)こと

を確認できた．今後は，得られた知見を踏まえて，フラ

ジリティカーブの構築を行っていく予定である． 
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図-1 各地震動指標に対する被害率の分布(フラジリティカーブ構築のための適用性確認) 
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